
平
成
十
八
年
財
務
省
・
厚
生
労
働
省
・
農
林
水
産
省
・
経

済
産
業
省
令
第
二
号

小
売
業
に
属
す
る
事
業
を
行
う
容
器
包
装
多
量
利

用
事
業
者
の
定
期
の
報
告
に
関
す
る
事
項
を
定
め

る
省
令

容
器
包
装
に
係
る
分
別
収
集
及
び
再
商
品
化
の
促
進
等

に
関
す
る
法
律
（
平
成
七
年
法
律
第
百
十
二
号
）
第
七
条

の
六
の
規
定
に
基
づ
き
、
小
売
業
に
属
す
る
事
業
を
行
う

容
器
包
装
多
量
利
用
事
業
者
の
定
期
の
報
告
に
関
す
る
事

項
を
定
め
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

（
定
期
の
報
告
）

第
一
条
　
容
器
包
装
に
係
る
分
別
収
集
及
び
再
商
品
化
の

促
進
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
七
年
法
律
第
百
十
二

号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第
七
条
の
六
の
規
定
に

よ
る
報
告
は
、
毎
年
度
六
月
末
日
ま
で
に
、
別
記
様
式

に
よ
る
報
告
書
を
提
出
し
て
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
二
条
　
法
第
七
条
の
六
の
主
務
省
令
で
定
め
る
事
項

は
、
前
年
度
に
お
け
る
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

一
　
容
器
包
装
を
用
い
た
量

二
　
法
第
七
条
の
四
第
一
項
に
規
定
す
る
判
断
の
基
準

と
な
る
べ
き
事
項
に
基
づ
き
実
施
し
た
取
組
そ
の
他

の
容
器
包
装
の
使
用
の
合
理
化
の
た
め
に
実
施
し
た

取
組
及
び
そ
の
効
果

三
　
売
上
高
、
店
舗
面
積
そ
の
他
の
当
該
容
器
包
装
を

用
い
た
量
と
密
接
な
関
係
を
も
つ
値

四
　
容
器
包
装
の
使
用
原
単
位
（
第
一
号
に
掲
げ
る
量

を
前
号
に
掲
げ
る
値
で
除
し
て
得
た
値
を
い
う
。
）

附
　
則

こ
の
省
令
は
、
容
器
包
装
に
係
る
分
別
収
集
及
び
再

商
品
化
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る

法
律
（
平
成
十
八
年
法
律
第
七
十
六
号
）
の
施
行
の
日

（
平
成
十
九
年
四
月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
令
和
元
年
七
月
一
日
財
務
省
・
厚
生

労
働
省
・
農
林
水
産
省
・
経
済
産
業
省
令
第
二

号
）

こ
の
省
令
は
、
不
正
競
争
防
止
法
等
の
一
部
を
改
正

す
る
法
律
の
施
行
の
日
（
令
和
元
年
七
月
一
日
）
か
ら

施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
令
和
二
年
六
月
一
五
日
財
務
省
・
厚

生
労
働
省
・
農
林
水
産
省
・
経
済
産
業
省
令
第
二

号
）

こ
の
省
令
は
、
令
和
二
年
七
月
一
日
か
ら
施
行
す

る
。

附
　
則
　
（
令
和
二
年
一
二
月
二
八
日
財
務
省
・

厚
生
労
働
省
・
農
林
水
産
省
・
経
済
産
業
省
令
第

四
号
）

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

第
二
条
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
あ
る
こ
の
省
令
に

よ
る
改
正
前
の
様
式
（
次
項
に
お
い
て
「
旧
様
式
」
と

い
う
。
）
に
よ
り
使
用
さ
れ
て
い
る
書
類
は
、
こ
の
省

令
に
よ
る
改
正
後
の
様
式
に
よ
る
も
の
と
み
な
す
。

２
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
あ
る
旧
様
式
に
よ
る
用

紙
に
つ
い
て
は
、
当
分
の
間
、
こ
れ
を
取
り
繕
っ
て
使

用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

別
記
様
式
（
第
７
条
の
６
関
係
）
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別記様式（第７条の６関係） 

※受理年月日  

 

定 期 報 告 書 

 

 

 

 

                        殿 

 

 

                                              年    月    日 

 

 

                                    住 所 

 

 

                                    氏 名                        

 

 

 

  容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律第７条の６の規定に基づ

き、次のとおり報告します。 

 

事業者名 
 

 

事業者の代表者 

の氏名 

 

 

事業者の所在地 

 

 

電話（         －         －         ） 

業種 

 

当該事業者が営む

当該業種に属する

事業に加盟する者

の有無 

 

作成責任者名 
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第 1 表 容器包装を用いた量 

素材区分 重量[kg] 

主としてプラスチック製の容器包装 ① 

 うち、プラスチック製の買物袋 ① 

 うち、厚手のプラスチック製の買物袋 ① 

 うち、海洋生分解性プラスチック製の買物袋 ① 

 うち、バイオマスプラスチック製の買物袋 ① 

主として紙製の容器包装（主として 

段ボール製の容器包装を除く。以下同じ。） 

① 

 うち、紙製の袋 ① 

主として段ボール製の容器包装 ① 

その他の容器包装 ① 

合計  

対前年度比（％）   

 

 

 

 

第 2 表 当該容器包装を用いた量と密接な関係をもつ値（いずれかに記入） 

                         年度 対前年度比（％） 

売上高[円] ② 
 

 

店舗面積[m2] ② 
 

 

その他の当該容器包装を用いた量と 

密接な関係をもつ値 

 

[     ] 

② 
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第 3 表 容器包装の使用原単位（①を②で除して得た値） 

  年度 対前年度比（％） 

原単位= 

 

 

容器包装を用いた量(①) 

 

主としてプラスチック製の

容器包装 

 

 
 

 
うち、プラスチック製の

買物袋 
  

 
うち、厚手のプラスチッ

ク製の買物袋 
  

 
うち、海洋生分解性プラ

スチック製の買物袋 
  

当該容器包装を用いた量と 

密接な関係をもつ値(②) 
 

うち、バイオマスプラス

チック製の買物袋 
  

主として紙製の容器包装 
 

 
 

 うち、紙製の袋 
 

 
 

主として段ボール製の容器

包装 
  

その他の容器包装   

 

 

第 4表  素材毎の容器包装の使用原単位の算出方法の設定に係る説明、及び容器包装の

使用原単位の設定方法を変更した理由 
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第 5 表 過去５年度間の容器包装の使用原単位の変化状況 

 

年度 年度 年度 年度 年度 

５年度間平均 

原単位変化 

主として 

プラスチック製の

容器包装 

原単位 
 

 

     

対前年度

比（％） 

 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ  

 

 
うち、プラスチッ

ク製の買物袋 

原単位 
 

 

     

対前年度

比（％） 

 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ  

 

 

 

うち、厚手のプ

ラスチック製の

買物袋 

原単位 
 

 

     

対前年度

比（％） 

 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ  

 

 

 

うち、海洋生分

解性プラスチッ

ク製の買物袋 

原単位 
 

 

     

対前年度

比（％） 

 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ  

 

 

 

うち、バイオマ

スプラスチック

製の買物袋 

原単位 
 

 

     

対前年度

比（％） 

 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ  

 

主として紙製の容

器包装 

原単位 
 

 

     

対前年度

比（％） 

 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ  

 

 うち、紙製の袋 

原単位 
 

 

     

対前年度

比（％） 

 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ  

 

主として 

段ボール製の容

器包装 

原単位 
 

 

     

対前年度

比（％） 

 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ  

 

その他の 

容器包装 

原単位 
 

 

     

対前年度

比（％） 

 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ  
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第 6 表 過去５年度間で容器包装の使用原単位が改善できなかった場合（イ）、又は容器包

装の使用原単位が前年度に比べ改善できなかった場合（ロ）、その理由 

（イ）の理由 

 

 

 

 

（ロ）の理由 
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第 7 表 判断の基準となるべき事項に基づき実施した取組 

対象項目 具体的内容 

目標の設定 

（具体的内容） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

容器包装の 

使用の合理化 

消費者によるプラス

チック製の買物袋

の排出の抑制を促

進すること 

□ プラスチック製の買物袋の有償による提供 

（具体的内容） 

 

 

 

 

 

 

 

消費者による容器

包装廃棄物の排出

の抑制を促進する

こと 

□ 容器包装（プラスチック製の買物袋を除く。）の有償による提

供 

□ 景品等の提供 

□ 繰り返し使用が可能な買物袋等の提供 

□ 容器包装の使用についての消費者の意思の確認 

□ その他 

（具体的内容） 

 

 

 

 

 

 

 

自らの容器包装の

過剰な使用を抑制

すること 

□ 薄肉化又は軽量化された容器包装の使用 

□ 適切な寸法の容器包装の使用 

□ 商品の量り売り 

□ 簡易包装化の推進 

□ その他 

（具体的内容） 

 

 

 

 

 

 

 

2
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情報の提供 

□ 店頭における掲示 

□ 自らの取組の内容を記載した冊子等の配布 

□ 容器包装への表示 

□ その他 

（具体的内容） 

 

 

 

 

 

 

 

 

体制の整備等 

（具体的内容） 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全性等の配慮 

（具体的内容） 

 

 

 

 

 

 

 

 

容器包装の使用の 

合理化の実施状況 

等の把握 

（具体的内容） 

 

 

 

 

 

 

 

 

関係者との連携 

（具体的内容） 
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第 8 表 その他の容器包装の使用の合理化のために実施した取組 

 

                                措 置 の 概 要 
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[備考] 

１  用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

２  文字は、かい書でインキ、タイプによる活字等により明確に記入すること。 

３  報告書冒頭の※印を付した欄は記入しないこと。 

４  フランチャイズチェーンの事業を行う者など、定型的な約款による契約に基づき継続的に、

商品を販売し、又は販売をあっせんし、かつ、経営に関する指導を行う事業者（以下「本

部事業者」という。）又は当該事業に加盟する者（以下「加盟者」という。）は、「事業者名」

の欄に、本部事業者を記入すること。この場合には、本部事業者が加盟者を含めた容器

包装を用いた量及び取組を一括して各表に記入し、本部事業者が当該定期報告書を提

出すること。 

５  「業種」の欄には、各種商品小売業、織物・衣服・身の回り品小売業、飲食料品小売業、

自動車部分品・附属品小売業、家具・じゅう器・機械器具小売業、医薬品・化粧品小売業、

書籍・文房具小売業、スポーツ用品・がん具・娯楽用品・楽器小売業及びたばこ・喫煙具

専門小売業のうち、該当するものを記入すること。 

６  「作成責任者名」の欄には、本報告書の作成を担当した者の所属部署及び氏名を記入

すること。 

７  「当該事業者が営む当該業種に属する事業に加盟する者の有無」の欄には、４の「加盟

者」の有無を記入すること。 

８  この様式において、「主としてプラスチック製の容器包装」及び「主として紙製の容器包装

（主として段ボール製の容器包装を除く。以下同じ。）」とはそれぞれ、容器包装に係る分

別収集及び再商品化の促進等に関する法律施行規則第４条第６号及び同条第４号に規

定する容器包装の区分に従うものとする。また、「プラスチック製の買物袋」は小売業に

属する事業を行う者の容器包装の使用の合理化による容器包装廃棄物の排出の抑制

の促進に関する判断の基準となるべき事項を定める省令第２条第１項で定める「プラス

チック製の買物袋」、「厚手のプラスチック製の買物袋」は同項第１号に該当するもの、

「海洋生分解性プラスチック製の買物袋」は同項第２号に該当するもの、「バイオマスプラ

スチック製の買物袋」は同項第３号に該当するものとする。 

９  第 2 表においては、容器包装を用いた量と密接な関係をもつ値として同表中に掲げる

「売上高」、「店舗面積」又は「その他の当該容器包装を用いた量と密接な関係をもつ値」

のいずれかについて数値を記入すること。第 3 表の容器包装の使用原単位の算出に当

たってどの値を用いるかは原則として事業者自らが選ぶものとする。 

１０  素材区分毎の容器包装の使用原単位の算出方法の設定については、第 4 表に説明を

記入すること。また算出方法の設定を変更した場合は、以下のいずれかとし、同表に理

由を示すこと。 

(1) 前年度の容器包装の使用原単位も今年度と同じ方法で算出して対前年度比を求め

る。 

(2) 今年度の容器包装の使用原単位を前年度と同じ方法でも算出し、今年度の容器包

装の使用原単位の下に括弧書きで示し、対前年度比は括弧内の数値と前年度の数

値の比として求める。 

１１  第 5表において容器包装の使用原単位の設定方法を変更した場合は、以下のいずれか

とする。 

(1) 過去の容器包装の使用原単位も今年度と同じ方法で算出して対前年度比を求め

る。 
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(2) 算出方法を変更する毎に記入する行を改行して記入する。変更した年度の容器包

装の使用原単位を前年度と同じ方法でも算出し、その年度の容器包装の使用原単

位の上（以前の算出方法での容器包装の使用原単位を記入した行の右端）に括弧

書きで示し、対前年度比は括弧内の数値と前年度の数値の比として求める。 

１２  第 5 表の「５年度間平均原単位変化」の欄には、過去５年度間の対前年度比をそれぞれ

乗じた値の４乗根となる値を記入すること。算出方法は、以下のとおり。 

 

５年度間平均原単位変化（％）＝（Ａ×Ｂ×Ｃ×Ｄ）1/4（％） 

 

１３  第 6 表において、（ロ）の理由が（イ）と同じ場合には「（イ）と同じ」と記入してもよい。 

１４  第 7 表において選択項目がある欄については、該当するものに ∨ 印又は■印を付し、

それぞれの具体的内容及びその効果を記入すること。 
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